
 

 

情報通信利用環境整備推進交付金交付要綱  

 

平成２３年５月３１日 総基高第１７号  

一部改正：平成２５年３月２６日 総基高第８号  

 最終改正：平成２６年２月１３日 総基高第１号  

 

 （通則）  

第１条 情報通信利用環境整備推進交付金（以下「交付金」という。）の交付については、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び

総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に定める

ほか、この要綱に定めるところによる。  
 

 （交付の目的）  

第２条 この交付金は、地理的な制約から民間事業者の投資による超高速ブロードバンド

基盤の整備が困難な市町村（一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）又はその

連携主体（交付金に係る事務の処理をその代表となる市町村に委任をして実施すること

を約した複数の市町村をいう。以下同じ。）に対し、情報通信利用環境整備推進交付金

事業（以下「交付金事業」という。）に要する経費の一部について交付金を交付するこ

とにより、地域における情報通信の格差の是正に資する超高速ブロードバンド基盤の整

備を促進することを目的とする。  

 

 （定義）  

第３条 この要綱において、「交付金事業」とは次の各号に掲げるものをいう。  

(1)  情報通信利用環境整備推進事業  

公共分野における利活用を前提とした超高速ブロードバンドサービスの提供に必要と

なる施設及び設備を整備する事業であって、市町村又はその連携主体（次に掲げる地

域（以下「条件不利地域」という。）のいずれかを含む地域において事業を行うもの

に限る。以下「特定市町村」と総称する。）が行うものをいう。  

ア 過疎地（過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項

に規定する過疎地域、同法第３２条の規定に基づき読み替えて適用される同法第２

条第１項に規定する過疎地域及び同法第３３条の規定に基づき過疎地域とみなして

同法の適用を受ける地域をいう。）  

イ 辺地（辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する 

法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する辺地をいう。）  

ウ 離島（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定に基づき離島

振興対策実施地域として指定された地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４

４年法律第７９号）第４条第１項に規定する小笠原諸島、奄美群島振興開発特別措

 1 



置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する奄美群島及び沖縄県をいう。

以下同じ。）  

エ 半島（半島振興法（昭和６０年法律第６３号）第２条第１項の規定に基づき半島

振興対策実施地域として指定された地域をいう。）  

オ 山村（山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定に基づき振興

山村として指定された地域をいう。）  

カ 特定農山村（特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進

に関する法律（平成５年法律第７２号）第２条第１項の規定に基づき特定農山村地

域として指定された地域をいう。）  

キ 豪雪地帯（豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第１項の

規定に基づき豪雪地帯として指定された地域をいう。）  

(2)  離島海底光ファイバ等整備事業  

離島の島内における超高速ブロードバンドサービス及びその他の通信サービスの提供

に必要となる海底光ファイバを含む施設及び設備を整備する事業（平成２６年３月３

１日までに事業の申請があったものに限る。）であって、特定市町村が行うものをい

う。 

２ 合併により条件不利地域に該当しなくなった市町村については、前項の規定にかかわ

らず、当該合併が行われた日の属する年度及びこれに続く三年度に限り、これを前項の

市町村とみなして、この条を適用する。  

 

 （交付対象経費）  

第４条 交付金交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）の額は、別表１

に掲げる経費の総額とする。  

 

 （交付額）  

第５条 総務大臣（以下「大臣」という。）は、情報通信利用環境整備推進事業にあって

は交付対象経費の３分の１（離島に係る事業にあっては３分の２）に相当する額、離島

海底光ファイバ等整備事業にあっては交付対象経費の３分の２に相当する額の交付金を

予算の範囲内において対象となる特定市町村に交付する。  

  ただし、交付決定の額は、交付決定単位ごとに、一件当たり１００万円をそれぞれ下

限とする。  

２ 算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた金額とす

る。 

 

 （交付の申請）  

第６条 特定市町村が、交付金の交付を受けようとするときは、情報通信利用環境整備推

進事業にあっては様式第１号による交付申請書及び様式第２号の１による整備計画、離

島海底光ファイバ等整備事業にあっては様式第１号による交付申請書及び様式第２号の

２による整備計画を大臣が別に定める日までに大臣に提出しなければならない。  

２ 交付金の交付を受けようとする者は、前項の交付金の交付の申請をするに当たっては、
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当該交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（交付対象経費に含まれる

消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により仕入れに係る消費税額及び地方消費税

額として控除できる部分の金額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税仕入控

除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該

消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（電気通信基盤充実臨時措置法に基づく計画の認定）  

第７条 特定市町村は、交付金の交付を受けようとするときは、交付金を受けて整備しよ

うとする施設の整備に関し、電気通信基盤充実臨時措置法（平成３年法律第２７号。以

下「基盤法」という。）第４条第３項の規定に基づきあらかじめ認定を受けた同条第１

項に規定する実施計画の写しを交付申請書と併せて大臣に提出しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、基盤法第４条第１項に規定する実施計画について認定を受

けていない特定市町村は、同項に基づき大臣に提出した当該計画の写しを交付申請書と

併せて大臣に提出しなければならない。  

 

 （交付決定の通知）  

第８条 大臣は、第６条第１項の規定による交付の申請があったときは、別表２に定める

審査基準を満たすものであって、交付金を交付すべきものと認めたときは、交付の決定

を行い、様式第３号による交付決定通知書により申請者に通知するものとする。ただし、

第７条第２項に規定する場合においては、基盤法第４条第３項に定める認定が行われる

日までの間は、交付の決定を行わないこととする。  

２ 大臣は、前項の決定に際して必要な条件を付すことができる。  

３ 大臣は、第１項による交付の決定を行うに当たっては、第６条第２項により交付金に

係る消費税仕入控除税額について減額して申請がなされたものについては、これを審査

し、適当と認めたときは、当該消費税仕入控除税額を減額するものとする。  

４ 大臣は、第６条第２項ただし書による申請がなされたものについては、交付金に係る

消費税仕入控除税額について、交付金の額の確定において減額を行うこととし、その旨

の条件を付して交付決定を行うものとする。  

 

 （申請の取下げ）  

第９条 交付金の交付決定通知を受けた特定市町村（以下「整備事業者」という。）は、

交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請を取り下げることが

できる。  

２ 整備事業者は、前項の規定により申請を取り下げようとするときは、前条第１項の通

知があった日から２０日以内に、様式第４号による交付申請取下げ届出書を大臣に提出

しなければならない。  

 

 （変更等の承認）  

第１０条 整備事業者は、交付決定の通知を受けた後において、次の各号の一に該当する
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ときは、あらかじめその内容及び理由を記載した様式第５号による変更承認申請書及び

変更後の様式第２号に定める整備計画を大臣に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

(1) 事業費の額の２０％を超える額を減額するとき。ただし、入札による減額を除く。  

(2) 交付金事業の内容を変更するとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。  

  ア 交付金事業の目的達成のために相関的な事業要素相互間の弾力的な遂行を認める

必要がある場合  

  イ 交付金事業の目的に変更をもたらすものでなく、かつ、整備事業者の自由な創意

により計画変更を認めることが、より能率的な交付金事業の目的達成に資するもの

と考えられる場合  

  ウ 交付金事業の目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部変更である場合  

２ 整備事業者は、交付金事業を中止又は廃止しようとするときは、その理由を記載した

様式第６号による申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。  

 

 （事故の報告）  

第１１条 整備事業者は、交付金事業が予定の期間内に完了することができないと見込ま

れる場合又は交付金事業の遂行が困難となった場合は、速やかに様式第７号による事故

報告書を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。  

 

 （状況報告）  

第１２条 整備事業者は、交付金事業の遂行及び収支の状況について、大臣から要求があ

った場合は、速やかに様式第８号による状況報告書を大臣に提出しなければならない。  

 

 （実績報告）  

第１３条 整備事業者は、交付金事業が完了したとき（交付金事業の廃止の承認を受けた

ときを含む。）は、その日から起算して１箇月を経過した日又は翌会計年度の４月３日

のいずれか早い日までに、様式第９号による報告書を大臣に提出しなければならない。

この場合において、やむを得ない理由によりその日までに提出が困難となったときは、

大臣の承認を受けなければならない。  

２ 整備事業者は、交付金事業が完了せずに国の会計年度が終了したときは、交付の決定

に係る会計年度の翌年度の４月３０日までに前項に準ずる報告書を大臣に提出しなけれ

ばならない。  

３ 整備事業者は、第１項の報告を行うに当たり、交付金に係る消費税仕入控除税額が明

らかな場合には、当該消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。  

 

 （額の確定等）  

第１４条 大臣は、前条の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調

査等を行い、その報告に係る交付金事業の実施結果が交付金の交付の決定の内容（第１

０条の規定に基づく承認をした場合は、その承認した内容）及びこれに付した条件に適

合すると認めたときは、交付すべき交付金の額を確定し、様式第１０号による交付金の
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額の確定通知書により整備事業者に通知するものとする。  

２ 大臣は、整備事業者に交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を

超える交付金が交付されているときは、その超える部分の返還を命ずる。  

３ 前項の返還の期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、大臣は、期限内に

納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．

９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。  

 

 （支払）  

第１５条 交付金は、前条の規定により交付すべき交付金の額を確定した後に支払うもの

とする。ただし、必要があると認められる場合には、交付金の交付決定の後に概算払を

することができる。  

２ 整備事業者は、前項の規定により交付金の支払を受けようとするときは、様式第１１

号による交付金精算（概算）払請求書を大臣に提出しなければならない。  

 

 （交付決定の取消し等） 

第１６条 大臣は、第１０条第２項の交付金事業の中止若しくは廃止の申請があった場合

又は次に掲げる場合には、第８条の決定の内容（第１０条の規定に基づく承認をした場

合は、その承認した内容）の全部又は一部を取り消し、又は変更することができる。  

 (1) 整備事業者が、法令、この要綱又はこれらに基づく大臣の処分若しくは指示に違反

した場合  

(2) 整備事業者が、交付金を交付金事業以外の用途に使用した場合  

(3) 整備事業者が、交付金事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合  

 (4) 交付の決定の後生じた事情の変更等により、交付金事業の全部又は一部を継続する

必要がなくなった場合  

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する交付

金が交付されているときは、期限を付して当該交付金の全部又は一部の返還を命ずる。  

３ 大臣は、前項の返還を命ずる場合は、第１項第４号に掲げる場合を除き、その命令に

係る交付金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５％の割合で計

算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項の規定に基づく交付金の返還及び前項の加算金の納付については、第１４条第

３項の規定を準用する。 

 

 （消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還）  

第１７条 整備事業者は、交付金事業完了後に、消費税の申告により交付金に係る消費税

仕入控除税額が確定した場合には、速やかに様式第１２号の報告書を大臣に提出しなけ

ればならない。  

２ 大臣は、前項の報告があった場合には、当該消費税仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずる。  

３ 第１４条第３項の規定は、前項の返還について準用する。  
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 （交付金事業の経理） 

第１８条 整備事業者は、交付金事業の経理について交付金事業以外の経理と明確に区分

し、その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び

収支に関する証拠書類を交付金事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存

しておかなければならない。  

 

 （交付金交付の際付す条件）  

第１９条 整備事業者は、取得財産等のうち、取得価格が単価５０万円以上のものについ

て、交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し

ようとするときは、あらかじめ様式第１３号による承認申請書を大臣に提出し、大臣の

承認を受けなければならない（大臣が別に定める財産の処分制限期間を経過した場合を

除く。）。  

２ 大臣は、整備事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、

その収入の全部又は一部を国に納付させることができる。  

３ 整備事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意

をもって管理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなけれ

ばならない。  

 

（財産処分の承認の例外） 

第２０条 前条第１項の規定による財産処分に関する大臣の承認については、大臣が別に

定める基準に該当する取得財産の処分（取得価格が単価５０万円以上のものに限る。）

であって整備事業者が様式第１３号による届出書を大臣に提出した場合は大臣の承認が

あったものとみなす。ただし、同項の届出書において、記載事項の不備など必要な条件

が具備されていない場合は、この限りでない。 

２ 整備事業者が取得した土地については、前項による財産処分のほか、総務省所管交付

金交付規則第８条別表に規定する建物、鉄骨鉄筋コンクリート造、送受信用、車庫用又

は格納庫用のものに係る処分制限期間の到来をもって承認があったものとみなす。  

 

 （収益納付）  

第２１条 大臣は、整備事業者に、交付金事業によって整備した施設の貸与により相当の

収益が生じたと認められる場合は、交付金に相当する額の全部又は一部を国に納付すべ

き旨を命じることができる。  

２ 収益及び納付すべき金額の計算の方法並びに収益の状況に関する報告の徴収その他前

項の納付に関し必要な事項は、大臣が別に定める。  

 

（整備計画の事後評価） 

第２２条 整備事業者は、交付金事業の終了後に、整備計画の目標の達成状況等について

評価を行い、これを公表するとともに、情報通信利用環境整備推進事業にあっては様式

第１４号の１及び様式第１５号の１による報告書、離島海底光ファイバ等整備事業にあ

っては様式第１４号の２及び様式第１５号の２による報告書を大臣に提出しなければな
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らない。  

２ 大臣は、前項に基づく報告書の提出を受けたときは、整備事業者に対し、必要な助言

をすることができる。  

 

 （書類の提出）  

第２３条 この要綱に定める申請書その他の書類は、正本１通に副本１通を添えて、当該

市町村（市町村の連携主体を代表する市町村を含む。）の所在地を管轄区域とする各総

合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）を経由して、大臣に提出するものとする。  
 

 （その他必要な事項） 

第２４条 交付金の交付に関するその他必要な事項は、大臣が別に定める。  

 

附 則  

１ この要綱は、平成２３年６月２日から施行する。  
 

   附 則  

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

 

   附 則  

１ この要綱は、平成２６年２月１３日から施行する。  

２ 平成２６年２月１３日から同年３月３１日までの間に限り、離島は離島振興法（昭和

２８年法律第７２号）第２条第１項の規定に基づき離島振興対策実施地域として指定さ

れた地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第２条第１項に

規定する小笠原諸島、奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１

条に規定する奄美群島及び沖縄県をいう。  

  

 7 



別表１  

   

 

 

事業の区分 経費区分 内容

情報通信利用環境

整備推進事業

１ 本体メニュー

 事業を実施する

上で中核となるも

のの設置に要する

経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 施設・設備費

ア 次に掲げる施設・設備の設置に要す

る経費

（ア）光電変換装置

（イ）光成端架

（ウ）線路設備（中継装置及び分岐装置

を含む。）

（エ）送受信装置

（オ）ヘッドエンド装置

（カ）無線アクセス装置

（キ）鉄塔

イ 附帯工事費 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 用地取得費・道路費

ア 前号の施設・設備を設置するために

必要な用地及び道路の整備に要する経

費（土地造成費を含む。) 

イ 附帯工事費

２ 附帯メニュー

 １の施設又は設

備に付随して効用

を発揮する施設又

は設備の設置に要

する費用

(1) 施設・設備費

ア 次に掲げる施設・設備の設置に要す

る経費

（ア）局舎施設

（イ）外構施設 

（ウ）電源供給施設 

（エ）構内伝送路 

（オ）管理測定装置 

イ アに掲げるもののほか、附帯施設（大

臣が別に定める施設・設備）の設置に

要する経費 

ウ 附帯工事費 

(2) 用地取得費・道路費 

ア 前号の施設・設備を設置するために

必要な用地及び道路の整備に要する

経費（土地造成費を含む。） 

 イ 附帯工事費 
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離島海底光ファイ

バ等整備事業 

 

 

１ 本体メニュー

  事業を実施する

上で中核となるも

のの設置に要する

経費

(1) 施設・設備費 

 

 

 

ア 次に掲げる施設・設備の設置に要す

る経費

（ア）光電変換装置

（イ）光成端架

（ウ）線路設備（中継装置及び分岐装置

を含む。） 

（エ）送受信装置 

 

 

 

イ 附帯工事費

(2) 用地取得費・道路費

ア 前号の施設・設備を設置するために

必要な用地及び道路の整備に要する経

費(土地造成費を含む。) 

イ 附帯工事費

２ 附帯メニュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １の施設又は設

備に付随して効用

を発揮する施設又

は設備の設置に要

する費用

(1) 施設・設備費

ア 次に掲げる施設・設備の設置に要す

る経費

（ア）局舎施設

（イ）外構施設

（ウ）電源供給施設

（エ）構内伝送路

（オ）管理測定装置

イ アに掲げるもののほか、附帯施設（大

臣が別に定める施設・設備）の設置に

要する経費 

 

 

 

 

 

 

ウ 附帯工事費

(2) 用地取得費・道路費

ア 前号の施設・設備を設置するために

必要な用地及び道路の整備に要する

経費（土地造成費を含む。）

 イ 附帯工事費
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別表２  

 

交付決定の審査基準  

 

事業の区分  情報通信利用環境整備推進

事業  

離島海底光ファイバ等整備

事業  

整備内容  公共分野における利活用を

前提としており、下り最大

伝送速度が３０Ｍｂｐｓ以

上のブロードバンド（以下

「超高速ブロードバンド」

という。）サービスを提供

するために必要となる施設

及び設備を整備する事業で

あること。  

離島の島内における超高速

ブロードバンドサービス及

びその他の通信サービスの

提供を行ううえで海底光フ

ァイバを含む施設及び設備

の整備が必要不可欠な地域

における事業であること。  

整備主体  市町村又はその連携主体であること。  

 

整備地域  条件不利地域のいずれかが

含まれている、超高速ブロ

ードバンドが整備されてい

ない地域であること。  

当該離島までの海底光ファ

イバが敷設されていない離

島であること。  

 

 

 

 
 

 

 

 

  

交付対象経費 別表１に掲げる施設及び設備の整備に係る経費であるこ

と。

基盤法に基づく実施

計画の写しの提出

基盤法第４条第１項に定める実施計画について、その写し

の提出があり、その内容と整備計画に齟齬
そ ご

がなく、交付決

定の日までに認定が行われていること。

整備計画の策定 第６条第１項に定める整備

計画が提出されているこ

と。当該計画において、超

高速ブロードバンドサービ

スの提供開始から２年後を

目途に整備対象世帯数の半

数以上の加入が見込まれる

こと。

第６条第１項に定める整備

計画が提出されているこ

と。当該計画において、海

底光ファイバを活用した住

民等へのサービス提供が予

定されていること。

 10 





アクセシビリティレポート





		ファイル名 : 

		光の道_交付要綱_ - コピー.pdf









		レポートの作成者 : 

		



		組織 : 

		







[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



この文書から問題点は検出されませんでした。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 10



		合格: 20



		不合格: 0







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		スキップ		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		合格		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		スキップ		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		スキップ		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		スキップ		図に代替テキストが必要



		代替テキストが必要です		合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		スキップ		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		スキップ		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		スキップ		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		スキップ		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		スキップ		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		合格		適切なネスト










先頭に戻る

